
令和 5 年度

決 算 報 告 書

自 令和 5 年 4 月 1 日

至 令和 6 年 3 月 31 日

一般財団法人 ＪＣＣＰ国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関



(単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 99,071,867 129,490,157 △ 30,418,290
未収金 8,756,481 23,032,738 △ 14,276,257
前払金 8,111,337 13,265,504 △ 5,154,167
仮払金 0 88,120 △ 88,120
立替金 115,970 6,060 109,910

流動資産合計 116,055,655 165,882,579 △ 49,826,924

２．固定資産
（１）基本財産

投資有価証券 817,059,000 825,323,000 △ 8,264,000
基本財産合計 817,059,000 825,323,000 △ 8,264,000

（２）特定資産
建物付属設備 9,112,133 7,594,998 1,517,135
機械装置 25,225,588 43,622,270 △ 18,396,682
什器備品 8,202,786 12,022,239 △ 3,819,453
ソフトウェア 5,930,257 0 5,930,257
退職給付引当資産 102,202,200 139,712,500 △ 37,510,300
減価償却引当資産 117,381,907 117,381,907 0

特定資産合計 268,054,871 320,333,914 △ 52,279,043
（３）その他固定資産

建物付属設備 9,133,935 14,832,340 △ 5,698,405
機械装置 0 2,898,490 △ 2,898,490
什器備品 2,748,904 3,178,699 △ 429,795
電話加入権 1,391,852 1,391,852 0
敷金・保証金 1,810,865 1,810,865 0
投資有価証券 599,864,000 713,591,200 △ 113,727,200

その他固定資産合計 614,949,556 737,703,446 △ 122,753,890
固定資産合計 1,700,063,427 1,883,360,360 △ 183,296,933

資産合計 1,816,119,082 2,049,242,939 △ 233,123,857

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 1,706,706 2,036,740 △ 330,034
預り金 966,254 653,025 313,229
短期借入金 290,000,000 360,000,000 △ 70,000,000
前受金 6,000,000 4,500,000 1,500,000
賞与引当金 13,180,738 12,354,557 826,181

流動負債合計 311,853,698 379,544,322 △ 67,690,624
２．固定負債

退職給付引当金 102,202,200 139,712,500 △ 37,510,300
固定負債合計 102,202,200 139,712,500 △ 37,510,300

負債合計 414,055,898 519,256,822 △ 105,200,924

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

補助金 126,407,043 141,175,786 △ 14,768,743
寄付金 817,059,000 825,323,000 △ 8,264,000

指定正味財産合計 943,466,043 966,498,786 △ 23,032,743
（うち基本財産への充当額） (817,059,000) (825,323,000) (△ 8,264,000)
（うち特定資産への充当額） (126,407,043) (141,175,786) (△ 14,768,743)

２．一般正味財産一般正味財産 458,597,141 563,487,331 △ 104,890,190
（うち特定資産への充当額） (39,445,628) (39,445,628) (0)

正味財産合計 1,402,063,184 1,529,986,117 △ 127,922,933
負債及び正味財産合計 1,816,119,082 2,049,242,939 △ 233,123,857

貸　借　対　照　表
令和 6年 3月31日現在

科　　　　　　　　　　　　目
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（単位：円）

当年度 前年度 増 減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

1. 経常増減の部
(1) 経常収益

① 基本財産運用益 5,199,000 5,038,000 161,000
② 受取会費 43,625,000 45,125,000 △ 1,500,000
③ 受取分担金 430,923,248 457,004,840 △ 26,081,592

36,020,669 29,683,706 6,336,963
基盤整備事業分担金 394,902,579 427,321,134 △ 32,418,555

④ 受取補助金等 1,485,605,532 1,618,256,367 △ 132,650,835
国庫補助金 1,485,605,532 1,618,256,367 △ 132,650,835

⑤ 雑益 4,871,398 4,640,989 230,409
受取利息等 4,871,398 4,640,989 230,409

経常収益計 1,970,224,178 2,130,065,196 △ 159,841,018
(2) 経常費用

① 事業費 1,957,869,003 2,086,132,294 △ 128,263,291
高度人材育成支援事業 777,180,521 752,697,127 24,483,394
事業環境整備事業 1,180,688,482 1,333,435,167 △ 152,746,685

② 管理費 102,175,306 123,448,500 △ 21,273,194
人件費 53,622,036 41,556,201 12,065,835
管理諸費 48,553,270 81,892,299 △ 33,339,029

③ 支払利息 2,555,063 2,161,922 393,141
経常費用計 2,062,599,372 2,211,742,716 △ 149,143,344

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 92,375,194 △ 81,677,520 △ 10,697,674
投資有価証券評価損益等 △ 12,514,996 △ 12,939,100 424,104
評価損益等計 △ 12,514,996 △ 12,939,100 424,104
当期経常増減額 △ 104,890,190 △ 94,616,620 △ 10,273,570

2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

受取補助金等 16 29 △ 13
経常外収益計 16 29 △ 13

(2) 経常外費用
固定資産除却損 16 29 △ 13

経常外費用計 16 29 △ 13
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 △ 104,890,190 △ 94,616,620 △ 10,273,570
一般正味財産期首残高 563,487,331 658,103,951 △ 94,616,620
一般正味財産期末残高 458,597,141 563,487,331 △ 104,890,190

Ⅱ 指定正味財産増減の部
① 受取補助金 13,026,135 21,419,829 △ 8,393,694
② 基本財産評価損益等 △ 8,264,000 △ 9,131,000 867,000
③ 一般正味財産への振替額 △ 27,794,878 △ 22,744,553 △ 5,050,325

当期指定正味財産増減額 △ 23,032,743 △ 10,455,724 △ 12,577,019
指定正味財産期首残高 966,498,786 976,954,510 △ 10,455,724
指定正味財産期末残高 943,466,043 966,498,786 △ 23,032,743

Ⅲ 正味財産期末残高 1,402,063,184 1,529,986,117 △ 127,922,933

科　　目

高度人材育成事業分担金

正味財産増減計算書
令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで
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（単位：円）

その他会計

産油・産ガス国高度人
材育成支援事業

産油・産ガス国事業環
境整備事業 小計 特定事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1.経常増減の部

(1)経常収益
① 基本財産運用益 0 0 0 0 5,199,000 0 5,199,000
② 受取会費 0 0 0 0 43,625,000 0 43,625,000
③ 受取分担金 36,020,669 394,902,579 430,923,248 0 0 0 430,923,248

36,020,669 0 36,020,669 0 0 0 36,020,669
基盤整備事業分担金 0 394,902,579 394,902,579 0 0 0 394,902,579

④ 受取補助金等 704,419,106 781,186,426 1,485,605,532 0 0 0 1,485,605,532
国庫補助金 704,419,106 781,186,426 1,485,605,532 0 0 0 1,485,605,532

⑤ 雑益 0 0 0 0 4,871,398 0 4,871,398
受取利息等 0 0 0 0 4,871,398 0 4,871,398

経常収益計 740,439,775 1,176,089,005 1,916,528,780 0 53,695,398 0 1,970,224,178
(2)経常費用

① 事業費 777,180,521 1,180,688,482 1,957,869,003 0 0 0 1,957,869,003
高度人材育成支援事業 777,180,521 0 777,180,521 0 0 0 777,180,521
事業環境整備事業 0 1,180,688,482 1,180,688,482 0 0 0 1,180,688,482

② 管理費 0 0 0 0 102,175,306 0 102,175,306
人件費 0 0 53,622,036 0 53,622,036
管理諸費 0 0 48,553,270 0 48,553,270

③ 支払利息 0 0 0 0 2,555,063 0 2,555,063
経常費用計 777,180,521 1,180,688,482 1,957,869,003 0 104,730,369 0 2,062,599,372

△ 36,740,746 △ 4,599,477 △ 41,340,223 0 △ 51,034,971 0 △ 92,375,194
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 △ 12,514,996 0 △ 12,514,996
評価損益等計 0 0 0 0 △ 12,514,996 0 △ 12,514,996
当期経常増減額 △ 36,740,746 △ 4,599,477 △ 41,340,223 0 △ 63,549,967 0 △ 104,890,190

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

受取補助金等 0 16 16 0 0 0 16
経常外収益計 0 16 16 0 0 0 16

(2)経常外費用
固定資産除却損 0 16 16 0 0 0 16

経常外費用計 0 16 16 0 0 0 16
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

△ 36,740,746 △ 4,599,477 △ 41,340,223 0 △ 63,549,967 0 △ 104,890,190
当期一般正味財産増減額 △ 36,740,746 △ 4,599,477 △ 41,340,223 0 △ 63,549,967 0 △ 104,890,190
一般正味財産期首残高 290,459,542 3,250,213 293,709,755 0 269,777,576 0 563,487,331
一般正味財産期末残高 253,718,796 △ 1,349,264 252,369,532 0 206,227,609 0 458,597,141

Ⅱ　指定正味財産増減の部
① 受取補助金 2,658,326 10,367,809 13,026,135 0 0 0 13,026,135
② 基本財産評価損益等 0 0 0 0 △ 8,264,000 0 △ 8,264,000
③ 一般正味財産への振替額 △ 3,397,208 △ 24,397,670 △ 27,794,878 0 0 0 △ 27,794,878

当期指定正味財産増減額 △ 738,882 △ 14,029,861 △ 14,768,743 0 △ 8,264,000 0 △ 23,032,743
指定正味財産期首残高 17,630,058 123,545,728 141,175,786 680,996,822 144,326,178 0 966,498,786
指定正味財産期末残高 16,891,176 109,515,867 126,407,043 680,966,822 136,062,178 0 943,466,043

Ⅲ　正味財産期末残高 270,609,972 108,166,603 378,776,575 680,966,822 342,289,787 0 1,402,063,184

他会計振替前当期一般正味財産増減額

高度人材育成事業分担金

正味財産増減計算書内訳表

令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで

科　　目

実施事業等会計

法人会計
内部
取引
消去

合計

評価損益等調整前当期経常増減額
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２．表示方法の変更

　　〈貸借対照表関係〉

　　当法人の財政状態をより明瞭に表示するため、前年度までその他固定資産に表示していた「特定事業積立金」を、当年度より「投資有価証券」に

　　科目変更している。

　　基金からの充当額がある場合には、財源の内訳として記載するものとする。

合　　　　　　計 1,085,113,871 (943,466,043) (39,445,628) (102,202,200)

（記載上の留意事項）

減価償却引当資産 117,381,907 (77,936,279) (39,445,628) (0)

小　　　　　　計 268,054,871 (126,407,043) (39,445,628) (102,202,200)

ソフトウェア 5,930,257 (5,930,257) (0) (0)

退職給付引当資産 102,202,200 (0) (0) (102,202,200)

機械装置 25,225,588 (25,225,588) (0) (0)

什器備品 8,202,786 (8,202,786) (0) (0)

特定資産

建物付属設備 9,112,133 (9,112,133) (0) (0)

投資有価証券 817,059,000 (817,059,000) (0) (0)

小　　　　　　計 817,059,000 (817,059,000) (0) (0)

合　　　　　　計 1,145,656,914 253,256,239 313,799,282 1,085,113,871

対応する額）

基本財産

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

(単位：円) 

（うち負債に

232,779,239 285,058,282 268,054,871小　　　　　　計 320,333,914

減価償却引当資産 117,381,907 117,381,907 117,381,907 117,381,907

ソフトウェア 0 6,570,276 640,019 5,930,257

退職給付引当資産 139,712,500 102,202,200 139,712,500 102,202,200

機械装置 43,622,270 2,903,057 21,299,739 25,225,588

什器備品 12,022,239 314,553 4,134,006 8,202,786

特定資産

建物付属設備 7,594,998 3,407,246 1,890,111 9,112,133

投資有価証券 825,323,000 20,477,000 28,741,000 817,059,000

小　　　　　　計 825,323,000 20,477,000 28,741,000 817,059,000

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

(単位：円) 

当期末残高

基本財産

　　　　準じた会計処理をしている。

　　(5)消費税等の会計処理

　　　　消費税等は、税込方式によって会計処理している。

　　(3)引当金の計上基準

　　　　賞与引当金・・・従業員に対する賞与に備えるため、当事業年度末の支給見込み額基準で計上している。

　　　　退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　　(4)リース取引の処理方法

１．重要な会計方針

　　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　その他有価証券（時価のあるもの）・・・期末日の市場価格等に基づく時価法

　　(2)固定資産の減価償却の方法

　　　　建物付属設備・機械装置・什器備品及びソフトウェア・・・定額法による減価償却を実施している。

財務諸表に対する注記

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に
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経済産業省

合　　　　　　計 27,799,445

　減価償却費計上に伴う振替額 27,799,429

経常外収益への振替額

　固定資産除却損計上に伴う振替額 16

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　　　　容

(単位：円) 

金　　　額

経常収益への振替額

合　　　　　　計 141,175,786 13,030,702 27,799,445 126,407,043

産油国石油精製技術等対策
事業費補助金

141,175,786 13,030,702 27,799,445 126,407,043 指定正味財産

合　　　　　　計 289,162,112 228,808,509 60,353,603

貸借対照表上
の記載区分

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(単位：円) 

什器備品 64,487,391 53,535,701 10,951,690

ソフトウェア 6,588,546 658,289 5,930,257

建物付属設備 123,534,734 105,288,666 18,246,068

機械装置 94,551,441 69,325,853 25,225,588

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額

(単位：円) 

当期末残高

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　（直接法により減価償却を行っている場合）
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期末残高

附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

    基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載をしているので省略する。

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他
科目 期首残高 当期増加額

当期減少額

13,180,738

退職給付引当金 139,712,500 15,335,100 52,845,400 0 102,202,200

賞与引当金 12,354,557 13,180,738 12,354,557 0
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監 査 報 告 

 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

 理事長 鈴木 康公 殿 

 

 私は、令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの令和 5年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の

状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果 

   財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点 

において適正に表示しているものと認めます。 

 

令和 6年 5月 23日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

                      監事   渡邊 厚夫      

 

 

 

 

 



 
 

監 査 報 告 

 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

 理事長 鈴木 康公 殿 

 

 私は、令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの令和 5年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

 (2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果 

   財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点 

において適正に表示しているものと認めます。 

 

令和 6年 5月 23日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

監事    石川 純一       
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